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三重県地域包括・在宅介護支援センター協議会 規約 

 

（目 的） 

第１条 本会は、地域包括支援センター及び在宅介護支援センター事業の発展向上を期し、県内

の地域包括支援センター（以下「包括支援センター」という。）及び在宅介護支援センター

（以下「在支センター」という。）間の連絡調整を行い相互の連携を高めるとともに、事業

に関する調査・研究・協議を行い、かつ、その実践を図ることを目的とする。 

 

（名 称） 

第２条 本会は、「三重県地域包括・在宅介護支援センター協議会」と称する。 

   

（事務局） 

第３条 事務局は、会長センター又は、三重県社会福祉協議会内に置く。 

２ 事務局運営にかかる事務は、事業運営委員会もその役割の一部を担うことができる。 

 

（事 業） 

第４条 本会は、第１条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）包括支援センター・在支センター相互の連絡調整及び保健・福祉・医療等の施設・

団体との連絡調整及び居宅介護支援事業者等との連携。 

（２）全国地域包括支援センター・在宅介護支援センター協議会（以下「全国協議会」と

いう。）との連携、協働。 

（３）包括支援センター並びに在支センター事業運営の充実、相談援助技術の向上及び発

展に関する活動。 

（４）包括支援センター並びに在支センター職員の資質向上に関する活動。 

（５）包括支援センター並びに在支センター事業に関する調査、研究活動。 

（６）地域住民のニーズの発見と地域福祉に関するサービスの開発、調整活動。 

（７）包括支援センター並びに在支センター運営に関する情報収集と会員への伝達。 

（８）その他目的達成のために必要な事業。 

 

（会 員） 

第５条 本会の会員は、三重県内の包括支援センター及び在支センターで本会の目的に賛同した

ものとする。 

２ 第１項によらないものは、準会員として別に定めする。 

 

（運営機関） 

第６条 本会の目的達成のため、次の運営機関を置く。 

（１）総会 

（２）事業運営委員会 



 2 

（役 員） 

第７条 本会に次の役員を置く。 

会長      １名 

副会長     １名 

事業運営委員長 １名 

監事      ２名 

２ 役員は包括支援センター・在支センターを代表するものをもって充てる。 

 

（役員の選任及び任期） 

第８条 会長及び副会長は会員の中から互選により選出し、総会において承認する。互選の方法

は、立候補、会員からの推薦とする。 

２ 事業運営委員長は、事業運営委員会で推薦し、総会において承認する。 

３ 監事は会員の中から会長が推薦し、総会において承認する。 

４ 役員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

５ 補欠によって就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（役員の職務及び権限） 

第９条 会長は本会を代表し、会務を統括する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。 

３ 事業運営委員長は、事業運営委員会を代表し、委員会を統括する。 

４ 監事は毎会計年度、業務・経理の執行状況を監査する。 

 

（顧 問） 

第１０条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は会長が推薦し、総会において承認する。 

３ 顧問は、会務について助言、指導にあたる。 

 

（総 会） 

第１１条 総会は、年２回以上開催とし、会長が召集して、会長又は副会長が議長となる。 

２ 総会は、会員総数の過半数の出席をもって成立し、議事は出席者の過半数をもって決する。

可否同数のときは議長の決するところによる。 

３ 総会に出席できない場合は、代理者にその権限を委任し、また書面で議決に加わることが

できる。この場合、前項の規定の適用については、出席したものとみなす。 

４ 総会の目的である事項について、やむを得ない事情により文書による提案をした場合にお

いて、当該提案につき会員の過半数が書面又は電磁的記録により意思表示を行うことによっ

て成立し、意思表示の過半数をもって当該提案の総会決議があったものとみなすことができ

る。 

（総会の議事） 

第１２条 総会で決すべき事項は次のとおりとする。 

（１）事業計画及び予算の承認 

（２）事業報告及び決算報告の承認 
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（３）規約の制定、改廃 

（４）役員の承認 

（５）その他会長が付議したこと 

 

（会 議） 

第１３条 本会の円滑な運営のために以下の会議を開催する。 

（１）正副会長・事業運営委員長会議 

（２）事業運営委員会議 

 

（事業運営委員会） 

第１４条 本会に第４条の事業を円滑に行うため事業運営委員会を置く。 

２ 事業運営委員は、会員から６名以上選出し、原則総会において報告する。 

３ 事業運営委員の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。  

４ 本委員会には次のように委員長及び副委員長を置く。 

委員長   １名 

副委員長  １名 

５ 委員長は、事業運営委員の互選とする。 

６ 副委員長は、委員長が推薦し、事業運営委員会において承認する。 

７ 本委員会の委員長及び副委員長の任期は、２年とする。ただし再任は妨げない。 

８ 補欠によって就任した本委員会の委員長及び副委員長の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（会計年度及び経費） 

第１５条 会計年度は、毎年４月１日より翌年３月３１日とする。 

２ 本会の経費は、会員の負担する会費及びその他の収入金をもって充てる。 

３ 会費の納入方法は、年度始めの納入とし、その額については別表に定めるものとする。 

 

（補 則） 

第１６条 この規約に定めるものの他、本会の運営に関し必要な事項は協議委員会正副会長・事

業運営委員長会議において協議する。 

 

 

附 則 

１ この規約は、平成８年１１月１６日より施行する。 

２ 設立当初の役員の任期は、第７条第３項の規定にかかわらず平成１０年３月３１日までと

する。 

３ この規約は、平成９年５月２９日に改正し、同年月日より施行する。 

４ 平成９年度に就任した事業運営委員会の委員長及び副委員長の任期は第１１条第６項の規

定に関わらず、平成１０年 ３月３１日までとする。 

５ この規約は、平成１２年３月１０日に改正し、同年４月１日より施行する。 

６ この規約は、平成１４年２月１５日に改正し、同年４月１日より施行する。 

７ この規約は、平成１８年３月３０日に改正し、同年４月１日より施行する。 
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８ この規約は、平成１８年６月３０日に改正し、同年同日より施行する。 

９ この規約は、平成１８年１０月２４日に協議会名を変更し施行する。 

１０ この規約は、平成２３年７月１日に改正し、同年同日より施行する。 

１１ この規約は、平成２４年７月１２日に改正し、同年同日より施行する。 

１２ この規約は、平成３０年５月２５日に改正し、同年同日より施行する。 

１３ この規約は、令和２年１２月２１日に改正し、同年同日より施行する。 

１４ この規約は、令和４年３月１１日に改正し、同年同日より施行する。 

１５ この規約は、令和５年３月  日に改正し、同年同日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

【別表 1 】三重県地域包括・在宅介護支援センター協議会 会費 

  

 年会費の額は、以下のとおりとする。 

区    分 会費額 

会費内訳 

県協議会会費 全国協議会費 

 

 

 

年会費 

地域包括支援センター ４０，０００円 20,000円 20,000円 

在宅介護支援センター ３０，０００円 20,000円 10,000円 

準会員 １５，０００円 15,000円 ― 

 


